
 

 

 

 

様式第６（日本工業規格Ａ列４番） 

 

 

第      号 

令和２年１２月１６日 

 

国土交通大臣 殿 

 

住    所 神奈川県横浜市中区北仲通 5-57 

氏名又は名称 関東運輸タクシー株式会社 

                       代 表 者 名 関東 太郎 

 

 

 

令和 元 年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（新モビリティサービス推進事業）補助対象事業完了実績報告書 

 

 

 令和２年○○月○○日付け関自旅二第１２３４号をもって補助金の交付決定通知のありました標記

補助金に係る補助対象事業の完了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭

和 30年法律第 179 号）第１４条の規定により、別紙のとおり報告します。 

支局の窓口に提出する日付を記載 

 

交付決定通知書の右上に記載されている日付及び番号を記載 



 

 

様式第６ 別紙 

 

令和元年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（新モビリティサービス推進事業）補助対象事業完了実績表 

 

補助対象事業者名                         （単位：円） 

補助対象事業の 

名称及び内容 
補助対象経費 補助金額 実施額 差額 

補助金 

未受領額 
備考 

地域交通キャッ

シュレス決済導

入支援事業 

 

 

○円 

 

○円 

 

○円 

 

○円 

 

○円 

 

 

 

※交付決定通知

書に記載されて

いる額 

※実施額

を１／２

した額

（千円未

満の端数

を切り捨

て） 

 

※ 下 記

(２ )も参

照 

※ 実 施 額

の 税 抜 き

価 格 を 記

載（値引き

は 含 ま な

い） 

 

 

※ 下 記

(２ )も参

照 

※補助対

象経費と

実施額に

差がある

場合は、

その差額 

※補助金額に

同じ 

 

 

 

      

 

 

      

 

（添付書類） 

（１）補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類：例．写真 

（２）地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリティサービス推進事業）交付要綱において、

別表中「補助金の額」の欄に規定する額を明らかにした書類 

：例． ・「補助対象経費」より「実績額」が高くなった場合は、交付決定通知書を添付 

・「補助対象経費」より「実績額」が低くなった場合は、別途算出基礎を作成して添付 

（３）補助対象経費の支払いを証する書類：例．請求書、領収書 

（４）実証実験後の本格導入に向けた計画書：※タクシーのキャッシュレスについては該当なし 

 



 

 

 

 

様式第８（日本工業規格Ａ列４番） 

 

第      号 

令和 年 月 日 

支出官 

国土交通省大臣官房会計課長 殿 

 

 

住    所 神奈川県横浜市中区北仲通 5-57 

氏名又は名称 関東運輸タクシー株式会社 

                       代 表 者 名 関東 太郎 

 

 

 

令和 元 年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（新モビリティサービス推進事業）支払請求書 

 

 

 令和  年  月  日付け    第   号で補助金の額の確定のあった標記補助金について、

下記のとおり補助金の支払いを請求します。 

 

記 

 

１．補 助 金 額    金              円 

 

２．受  取  人    住所 神奈川県横浜市中区北仲通 5-57 

  （口座名義）     氏名 関東
かんとう

運輸
う ん ゆ

タクシー
た く し ー

株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 

 

３．振込先金融機関    ●
まる

●
まる

●
まる

銀行
ぎんこう

 

  及び支店名      ◯
まる

◯
まる

◯
まる

支店
し て ん

 

 

４．預 金 種 別    当座預金 

 

５．口 座 番 号    １２３４５６７ 

 

 

※金融機関名及び口座名義にふりがなを入れること。 

空欄のままにして下さい 

 

空欄のままにしてください 


